
├オンラインメディアの伸長がジャーナリズム機能とメディア

教育に与える影響に関する研究」のフレーム策定に向けて　　

千　田　利　史

1．はじめにЁ問題意識

　メディアが多様化することで、情報に接する機

会は増えていると考えられる。

　ところが、既存メディアがデジタイゼーション

の進展の波にもまれるなかで、必要な情報を伝え

るべきジャーナリズム機能が弱ってしまっている

という指摘も多い。

　メディアの社会機能は、技術やリテラシーの構

造の変化に対応しながら、新しい環境の下でも維

持されていかなければならないことは確かだが、

この点に関する議論は混乱している。

　本稿（研究ノート）の問題意識は、変質しつつ

あるメディア産業において、これまでは職業専門

性を基盤に維持されてきたジャーナリズム機能が、

今後どのように変容し、また、必要性はどのよう

に担保されるべきか、また、教育機関はその課題

にどうかかわってゆけるのか、という議論の視座

を整理することにある。

①ジャーナリズム機能の構造変化が顕在化し、

ネット上の課金技術を中心とする環境要因な

どが激しく動いているが、衰退が語られ始め

た既存メディアの社会的な存立基盤に影響を

与えてきた経緯を、まず、確認したい。

②ウエブ版の新聞やテレビ報道を支えている基

盤には、広告事業モデルと、もうひとつは有

料モデルがあり、現在はそれぞれを志向する

動きがある。それらを分析し、現状の論点を

整理する。

③経営リストラの動きは本格的で、多くのジャ

ーナリストの職業基盤が奪われようとしてい

るが、これらはわれわれの社会の言論流通に

も深刻な問題を提起している。経済合理性だ

けで正当化されていいものなのだろうか。合

わせて公的な助成の必要性の議論などに関し

ても、論点を簡潔に整理する。

④こうした動きは従来のメディア教育の在り方

にも変容を迫っている。特にアメリカのジャ

ーナリスト養成のカリキュラムも大きく動い

ており、こうした場面で関連して発生してい

る代表的な議論も確認する。

　筆者は「メディアの変化とともに、大学組織に

期待されるメディア教育と専門性への要請の水準

はどう対応していくべきか」という観点でいずれ

研究を行ってみたいと考えるが、そのためのフレ

ーム策定を、ここでは試みる。

2．デジタル化のメディア経営への影響
をどうみるか

　メディアに投下される企業広告費がインターネ

ット志向を強める中で、新聞やテレビなどの代表

的なマスメディアジャンルに投下されてきた広告

費が、衰退の兆しを明確にしている（図Ё①）。

　産業当事者たちから聞こえてくるものには悲痛

な声もある。同時に、次世代ビジネスモデルの議

論が産業界では盛んで、そのニーズに呼応するよ

うに、一般経済誌などでは、新聞やテレビ産業が
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(図┡①）
├新聞」「テレビ」「インターネット┝
10 年単位での広告費の推移(億円)

いまにも消滅するかのような特集も多い。

　ただこうした場では、産業基盤よりのメディア

危機議論が主流で、一方でメディア社会論の文脈

で見ていると、必要な情報が伝達され、正当な批

判言論が成立する健全なジャーナリズム機能が社

会でどうなっていくのか、そうした情報流通の健

全性の維持のために、何が必要か、という観点が

しばしば忘れられていることが指摘できよう。

(1) 新聞の対応

　欧米の新聞産業の世界では日本よりも一足早く、

業界構造の変化が進んでいる感がある。

　彼我の新聞のビジネスモデルには、もともと想

定しなければならない構造の差異がいくつか存在

する（宅配のシェア、朝夕刊の存在の有無、全国

紙Ё地方紙のポジションなどの点への考察と比

較）。本稿では詳細に立ち入る余裕はないが、い

くつか確認を行う。

　まず、アメリカの新聞経営は広告収入に頼る部

分が大きい（8割程度）ので、もともと広告モデ

ルのインターネット対応に、乗りやすい面がある。

そうした背景のもと、社会のリテラシーがインタ

ーネットを急速に受け入れる過程で、新聞は、積

極的に対応してきた。

　クレイトン・クリステンセンは『イノベーショ

ンのジレンマ』理論を展開したが[クリステンセ

ン、1997]、ビジネススクールで学んだアメリカ

のメディア経営幹部たちは、一様にこの理論に忠

実なようで、新しいテクノロジーに凌駕される前

に、メディアの存在基盤を新時代のインフラに対

応させようとしてきた感がある。

　インターネット新聞の経営には、大きく三つの

選択肢があるが、概ね、2004 年以降、こうした

試みが各紙ごとになされてきている。

Ａ　有料制の購読ルールを前面に出す方法

Ｂ　完全に無料でユニバースを確保して広告メ

ディア価値を向上させる方法

Ｃ　一部のストレートニュースなどを無料化し、

調査報道や解説記事を有料化する方法

　こうした試みを行うものの、各社ともに苦闘し

ており、NYタイムズなどは、Cから Bに方針を

変更し、現在では世界中に 2000 万人のウエブ登
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録読書を確保した無料の新聞サイトとしてネット

版が成立している。紙の新聞のように、毎日の

「編集Ё印刷Ё配送」体制上の要請による締め切

り時間もなく、各記者が取材執筆した記事は即座

にウエブの掲載されている。これは「ウエブファ

ースト」の原則と呼ばれている。

　その日に発行された当日の紙の新聞を読んで得

た情報をソースに追加取材をして、本国のデスク

に送稿するようなタイプの海外特派員は、記者が

自らアップする記事が瞬時に世界を駆け巡るよう

な状況の出現で、その存在意義を問い直されてし

まっているように思える。

　NYタイムズは、現在UU（ユニークユーザ

ー）数で世界に 2000 万人を超える読者登録を誇

る。一方でリアルな現実として、広告収益だけに

頼った経営は難しく、2011 年春からは、あたら

しい有料化モデルを採用するとして、読者への課

金を行うモデルへの再変更を表明している。ふた

たび「方向C」への回帰の方針のようで、この動

きを、業界関係者がかたずをのんで見守っている

ような状況だ。

　各新聞が、ネット版への対応を試みてきたこの

間、同時に新聞経営の大胆なリストラが進められ、

解雇されてしまった記者の数は膨大だ。NYタイ

ムズなどでも、全記者の 15％から 20％ほどがこ

の数年で削減されたし、地方紙などは、もっと深

刻な事態が進んでいる1)。

(2) 有料化議論とフリーミアム理論

　こうした中、もとタイム編集長のウオルター・

アイザックソン2)は、新聞を救うために有料化の

仕組みの導入（ネット上での少額決済のシステム

の導入）が急務だと説き、話題を呼んだ[アイザ

ックソン、2009]。アイザックソンは、iTunes を

念頭に置いて「マイクロペイメント」と呼ばれる

手法を推奨した。

　インターネット上では、すでに商品を買ったり

寄付したりする行為が、確実で安全に行われる実

績が積まれてきている。「マイクロペイメント」

と呼ばれる手法は、個別の記事や、月ごとの契約、

あるいは、寄付を含めて電子上で決済するプラッ

トフォーム関連のテクノロジーだ。

　一方で、ロングテール理論の提唱でも有名なク

リス・アンダーソンは、「Freemium」概念を提

示している[アンダーソン、2009]。この造語の企

図しているは「ただの情報（フリー）」と、「貴重

な（お金を払ってもいいと考えられる）有料情報

（プレミアム）」を組み合わせた事業モデルの提唱

だが、アンダーソンは、メディア事業は今後フリ

ーミアムモデルの傾向を強めると考えている。

　アンダーソンは「非貨幣経済を視野に含め、フ

リーで提供する情報を活用しながら信用や評判を

高め、それを別な回路で金銭的な価値に転換す

る」[同、前掲書]。知恵を持つことの必要性を語

る。

　また、英国の一般紙のタイムズ紙は、すでに先

行して 2010 年春から課金に踏み切った。その背

景にはグループのトップのルパート・マードッ

ク3)の考えが反映している。マードックも、アン

ダーソンの理論を重視していると言われている。

同じグループの経済紙のウオールストリートジャ

ーナル紙は、有料の会員制組織でオンライン版事

業を維持してきており、フィナンシャルタイムズ

と並んで、有料モデルの成功事例とされている。

このWSJ 方式を、他の新聞経営にも活かすのが、

マードック流の判断だ。

　こうした動きに共通しているのは「オンライン

版の行き過ぎた無料化が、送り手の意欲をそぎ、

経営をゆがめてしまい、いま、反省の時期を迎え

ている」という認識であり、オンラインでのさま

ざまな課金の手法や技術への注目が集まっている

状況を生んでいる。

　そもそも、新聞経営が難しいものであれば、

NPO化すべき、という意見も出ている。

　一方で「民主主義を機能させるためには、情報

は可能なかぎり無料で提供されるべきだ」と考え

る立場もありうる。国民が適切な判断を行うため

には、無料の情報提供がなされればアクセスは広
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がり、理想的だ、という考えだ。その場合は広告

収益が注目されるし、一方で公的支援の議論につ

ながってゆく。いずれの立場に立つにせよ、情報

を収集し分析する作業に経済的コストがかかるの

は否定しようのない事実だ。

　新聞社の単なる経営戦略という側面や枠を超え、

民主主義を維持するために必要な信頼のおける情

報を収集し流通させるためのコストを、誰がどの

ような形で負担すべきか、という問題意識は、現

在こそ、真剣に検討が進められるべきではないか。

(3) テレビの対応

　テレビメディアでもオンラインの配信事業の普

及が急速に進んでいる。

　アメリカの「Hulu┝4)などが代表的な事業で、

もともとNBCユニバーサルとFOXが組んで共

同で配信サイトを立ち上げたが、そこにABCが

加わり、4大ネットワークのうちの三つがネット

配信を同一サイトで積極的に行っている状況とな

っている。

　経営は広告収益モデルだが、2010 年の夏から

有料課金も取り入れ始めている。ドラマや映画、

スポーツ番組などのコンテンツを中心に配信する

事業で、報道ジャーナリズムの文脈では直接の関

係はないが、配信プラットフォームとしての存在

感は大きい。この事業は、年間黒字経営を達成し

そうで、海外展開も動き始めている。

　放送の世界では、ネット連動の動きは急速で、

視聴者側のネットリテラシーの浸透も早く、個別

放送局のウエブページが充実してきている。報道

系のCNN、CNBCなどは、インターネットでの

ニュース配信を非常に積極的に行っている。

　イギリスの放送界に目を転ずると、ここでは公

共放送のBBCの存在が大きい。

　BBCは、すでに 2006 年から「iPlayer」と名付

けたネット配信の総合サイトを運営している。テ

レビ番組、ラジオ番組は、ニュースも含め、放送

と同時にすべてこのサイトに掲出され、無料で、

いつでも「見逃した番組」や「最新のニュース」

が見られる環境が出現している。

　イギリスの公共放送は、放送関係機器（テレビ

やチューナー）を購入する際にBBCの利用料を

税として徴収する仕組みを持つ。BBCは公共放

送として、「放送した番組を見られなかった視聴

者に対し、最新のテクノロジーを活用して、番組

を供給する仕組みを整えることは当然の責務」と

考える。

　またBBCの世界に張り巡らされて報道部門の

取材網は、世界一の規模で、これが iPlayer と結

合し、ニュースが配信されつつあることの影響は

大きい。ただし、エリア制限がかかっており、日

本からのアクセスはできない仕組みになってい

る5)。

3．ネットメディアへの転身

　既存メディアの側からのデジタルメディアへの

対応が進む中、一方で、衰退産業の新聞やテレビ

の報道のセクションから出て、新しいオンライン

メディアに発表の場を求めるジャーナリストが急

速に増えている。

　├調査報道専門サイト」である「プロパブリカ

（Propublica）」は、ハリケーンカトリーナの被害

や原因を追及する一連の記事で、ピューリツアー

賞を受けている。元ウオールストリートジャーナ

ルの編集局長のポール・スタイガーが率いる無料

メディアで、NPO法人格を持つ。

　活動資金の供給者は個人の篤志家で、その資産

に頼って、メディアが存在し、記者たち（多くは

新聞社を離れたジャーナリスト）が取材活動を行

っている。スタイガー氏は「健全なジャーナリズ

ムには『競争』が必要だ。全メディアが同じ方向

に走ることは危険だからだ。だが一方で、既存の

メディアが生き続ける一つの手段として、新しい

形の『協調』が芽生えていると述べている[朝日

新聞、2010 年 10 月 15 日]。意味するところは、

取材成果を独占しないし、自分たちだけですべて

を行おうとしない姿勢だ。
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　手がける調査報道に関して、その取材記録をデ

ータベースとして公開する。そのデータをもとに、

他の新聞などが調査報道をさらに行い、新しいス

クープなどにも結実しているらしい。「新聞はこ

れまで調査報道から、株価や天気予報まで幅広い

日常情報を『百貨店型』にパッケージ販売してき

たが、ネット時代では、天気も株価もすべて無料

で手に入る。（中略）会社の適切な規模、紙とネ

ットの棲み分け、取材対象取捨選択の検討を進め

て持続可能な収益モデルを模索せざるを得ない」

[朝日新聞、同前、立野純二記者による紹介記事]。

さらに続けて「調査報道は民主主義に欠かせない。

そこで病院や博物館、学校と同じように公共財と

して、寄付で運営しようというのが私たちの組織

だ。非営利メディアは今後、調査報道ジャーナリ

ズムの一翼を担うと思う」[同前]と述べている。

　政治専門サイトの「ポリティコ（Politico）」に

も触れておこう。こちらは、ワシントンでの政策

立案、外交情報を提供するメディアで、無料メデ

ィアとして高い評価を得ているが、スタートアッ

プの時期を過ぎ、次なる事業展開として、すでに

有料化構想を発表している。

　有料化するのは、医療保険、エネルギー、テク

ノロジーなどの分野で、2011 年早々にも踏み切

りたいそうだ。議会や省庁、関連団体などのマイ

クロレベルな情報を関係先（関心を持って対価を

払う読み手）に配信していく。一方で、メインサ

イトの Politico. comは、無料で運営を続けるら

しい。

　欧米のメディアジャーナリズムの変化を取材し

ている朝日新聞の連載記事『メディア激変┫6)に

よると、CPI（Center for Public Integrity）とい

うNPO格で運営されているオンラインメディア

の創業者のカール・ルイスは、大学を拠点に活動

しながら、同じようなNPOジャーナリズムの連

携を進めている。彼らのワークショップは、すで

に PBS（公共放送ネットワーク）での報道枠へ

の提供や、ワシントンポスト紙や、フィナンシャ

ルタイムズとも、提携をしている[朝日新聞、

2010 年 11 月 10 日、藤えりか記者]。

　ここには「『双方向ジャーナリズム研究所（ワ

シントン）』の 09 年報告書に、05 年以降で、180

の財団が、合計で 1億 2800 万ドルを報道活動に

投じている。調査報道専門のNPOがすでにアメ

リカ全土で 60 ある」と書かれている。

　取材費を削りたいメディアがあり、NPOは社

会的な意義を大切にする。そこに、社会の善意の

寄付が集まり、寄付への優遇税制もこの動きを支

えている。ただし、NPOも、政府機関による認

定が必要な存在で、公的助成は、そもそも権力へ

の批判機関として自己否定ではないか、という意

見もある。

　ただ、いずれにせよ「職業ジャーナリスト」た

ちが、好むと好まざるとに関わらず、新聞を去り、

テレビ報道の部門を離れ、新しいメディアに活動

の場を移す動きは、顕在化してきている。

4．大学や大学院でのメディア教育の変容

　├研究ノート」としての性格上、ここでは基本

的な差異を認識するにとどめたいが、メディア教

育においても、欧米とわが国では異なっている。

　金子元久は、「基礎学力」と「職業知」の関係

に触れて、「日本では『職業知』は就職後のOJT

によって形成すればよいとする」と述べ、大学の

専門教育は、初等中等教育によって育成された

「基礎学力」に結びつき、したがって「『職業知』

には弱い結びつきしか持たない」と述べている

[金子元久、2007]。

　逆に、欧米のメディア教育では、はっきりと

「職業知」の獲得が目的とされている。

　藤田真文は、この問題意識に触れつつ、欧米で

は、医師試験や弁護士試験と同じように、（資格

試験制度こそないものの）、こうした教育機関に

学ぶものは、職業で実践的に役立つ知識とスキル

を取得するために大学教育を受けていることを指

摘している[藤田真文、2010]。

　藤田は「アメリカのジャーナリズムスクールは、
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大学とメディア産業が協力して作り上げた全米ジ

ャーナリズム教育評議会（ACEJMC [The Ac-

crediging Council on Education in Journalism

and Mass Communications]）の認証制度によっ

て、教育の質が保証されている」ことを紹介し、

さらに続けて「学部では『幅広い教養を身につけ

させる』ことが重視されており卒業に要する単位

の三分の二はリベラルアーツでなければならない。

それに対して、大学院では『即戦力を育成する』

ため、少なくとも単位の半数は、実技（profes-

sional skill）コースでなければならないと定めら

れている」と述べている[同前]。

　もともとプラグマティックな教育思想があった

アメリカだが、メディア産業の雇用状況が厳しく

なる中で、一層の実践性が要求されるようになっ

ているようだ。そしてこうした機運はヨーロッパ

の教育界をも覆っている。

　大井眞二は「欧州では、広汎なジャーナリズム

教育の見直しが進行している。かつて現場教育

（OJT）が主流であった地域でも、アメリカ型の

ジャーナリズムモデルが普及するのに対応して、

アメリカンスタイルのプロフェッショナル・ジャ

ーナリズム教育の影響力がますます感じられるよ

うになった」と指摘している[大井眞二、2007]7)。

　こうしたなか、大学のジャーナリズム教育に

「メディア事業そのものを立ち上げる（起業す

る）」ことを教えるカリキュラムが増加している。

「メディアに就職するため」であるよりも、もし

そのメディアの吸引力が頼りないなら、必要な

「メディアを作り上げること」も、ジャーナリス

トを目指す人間にとって必要な素養のひとつ（＝

教育機関が提供すべきカリキュラムのひとつ）と

いう考えが広まってきている。

　松下佳世は、既存メディアの衰退の中、教育現

場では新聞やテレビの枠に限定されない「マルチ

メディアのエキスパート」としてのジャーナリス

トを育てる教育が始まっている姿を『ジャーナリ

ズム』誌に報告している。例えばカリフォルニア

大学バークレー校のジャーナリズムスクールの二

Ёル・ヘンリー学長へのインタビューで、マルチ

メディアの短期取得プログラムについての「『新

聞』『テレビ』といった媒体の縛りを超えた『マ

ルチメディア発信力』」を身につけてもらう狙い

が紹介されている[松下佳世、2010]。

　ニューヨーク大学には、学内に「イノベーショ

ンベンチャーファンド」という名称の起業を奨励

するファンドも設立された。学内での研究成果を

ベンチャービジネスとして社会に広めることを目

的に、2010 年夏に設立され、ファンドマネージ

ャーに投資銀行のベアスターンズなどの経験のあ

るフランク・リマロブスキを招いている。

　茂木崇は日経BPオンライン版に、このリマロ

ブスキとのインタビューを掲載している。「私た

ちは、成功した起業家のみなさんに、メンター

（助言者）としてNYUにかかわりを持ってもら

う仕組みを育てたいと思っています。大事なのは、

起業家とベンチャーキャピタルと成功した起業家

を結びつけるエコ・システムをつくることです」

[茂木崇、2010]と言う発言は興味深い。

　もともと、日本では（メディアに限らず）、職

業教育の面で、雇用した後のOJTに頼る風潮が

強く、逆に大学教育に職業訓練の実効性を期待し

ない傾向が強かった。報道を担う社会セクターも

同じことで、新聞社でも放送局でも、大学で学ん

だ知見がジャーナリズムの現場で役立つことを期

待してこなかった。「入社してから鍛え上げる」

というのが採用側の考えの基本にあり、ある意味、

大学教育のアカデミックな側面が担保されてきた。

　一方で、ここに見てきたように欧米のメディア

教育において、特に大学院レベルでは、実践的な

ノウハウを取得させることに重点を置く歴史があ

る。

　その意味ではすでにデジタルメディアが伸長す

るまえ、報道メディアの中心に新聞や雑誌が位置

づいていたころ（1980 年代まで）は、その主た

るカリキュラムでは、インタビューを行い、その

結果をレポートにまとめる技能を身につけること

であった。印刷メディアと電波メディアが相互の

254



融和をはじめ、ジャーナリズム学科は、文章で書

くこと以上に、映像取材をし、カメラを回し、編

集し、自らネットにアップできる能力を前提にし

て変化をしてきている。対応を怠ると、職業的な

ジャーナリストたちが、職を得ることができない

（なかった）からだ。そこに今、ジャーナリスト

が大量に解雇されてくる状況のなかで、新しい要

素が加わってきている。

　ニューヨーク大学で教厩をとるクレイ・シャー

キーは、本稿の問題意識に照らして、もっとも興

味深い大学関係者の一人だと思われる。シャーキ

ーが自らのブログに発表した「新聞および考えら

れないことを考える ┣Newspapers and Thinking

the Unthinkable─」には、大きな関心が寄せられ

た。

　シャーキーは、現在がメディアの変換期である

ことの認識を強く持ちながら、すぐに新しいメデ

ィアが旧勢力にとって代わるかのような観測には、

否定的だ。

　├例えばウオールストリートジャーナルは、課

金システムをうまく機能させているではないか。

我々もやってみよう、という声がある。しかし、

経済情報は、人々が、知り合いとシェアしたがら

ない数少ない情報コンテンツだということを認識

すべきだ。また、iTunes ではマイクロペイメン

ト手法が活かされているから、我々もやってみよ

う、と言う人もいる。マイクロペイメントは、競

合者の存在を排除できる環境でしか、原則は機能

しない（ただで同じ情報を配信する競合者がいれ

ば役立たない＝千田注）。ニューヨークタイムズ

は課金すべきだ（貴重なジャーナリズム情報は有

料であるべきだ）、と言う声もあるが、しかし、

タイムズは、これまでにも、QPass や Times Se-

lect8)などの課金の仕組みを試みては失敗してき

た歴史がある。ジャーナリズムはカルテルを結ん

ではどうか、と唱える声まである。ただその場合

には、結局、広告モデルのメディアが、その市場

を席巻してしまうだろう」[クレイ・シャーキー、

2009：翻訳は千田]。

　続けて、「今日の新聞産業が抱える最大の問題

点は、印刷維持コストの大きさだ。グーテンベル

ク以降のメディアの歴史の中で、新聞メディアが

発達し、広告で支えながら、ジャーナリズムはそ

の役割を経済的に維持できた。ただ、（代表的な

広告主である＝千田注）ウオールマートは、新聞

のバクダット支局を維持しようと思って、広告費

を支払っていたわけではない9)」[同前]と述べて

いる。

　そして「我々の社会は『新聞』そのものを求め

ているのではない。我々が求めるのは『ジャーナ

リズム』だ」という視点を示し「新しいジャーナ

リズムの形はまだはっきりとした姿を現していな

いので、我々は新しいジャーナリズムを築くため

にしばらく実験を重ねてゆく必要がある」[同前]

と結んでいる。彼が教べんをとる授業は大学でも

人気講座の筆頭格になっているようだ。

　メディアが変わり、ジャーナリストに求められ

る素養やスキルが変わっている中で、大学のカリ

キュラムも大きな変更を余儀なくされているので

はないか。

　ここまでの論考を踏まえ、「ジャーナリズム教

育への社会的要請」のベクトルを、三つの領域で

考えてみる（図Ё②）。

　欧米のメディアは苦悶しつつ新しい挑戦に向か

っているが、一方で日本のメディアが総じて、変

化の波にたじろいでいるように見えてしまうなか、

日本の大学教育のカリキュラムにも、多様な観点

からの議論が起きてきてしかるべきだと思える。

注
1) レイオフ後に再び雇用する動きもある。

2) 評論家。コラムニスト。タイム編集長を長らく務

めた。

3) NEWSグループの創設者であり今だに経営実験を

握る。映画、新聞、衛星放送、出版などのメディ

アコングロマリットを率いていて、革新的な経営

手法で知られる。

4) マンダリン（北京語）で「貴重なものの保有者」
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(図┡②）
├ジャーナリズム教育への社会的要請」の変化のベクトル

を意味する。テレビ番組を放送と同時にオンライ

ンで配信するプラットフォーム。

5) BBCは英国国内では公共放送として機能し、海外

では営利事業体として運営されている。

6) 朝日新聞夕刊に現在も連載中。

7) GALAC誌（2010 年 11 月号）藤田論文にも関連す

る記述がある。

8) いずれも、ニューヨークタイムズが一部記事の有

料化で採用した手法。その後、完全な無料化に踏

み切り、再び、2011 年からの課金を発表した。

9) ニューヨークタイムズのバクダット支局の維持に

は年間 3億円（3ミリオンドル）必要だといわれて

いる。
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